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Ⅰ．中期経営計画「人財の力で地域の活力を創造する」 



4 4  

中期経営計画の概要 

 中期経営計画（以下、中計）はフェーズⅠでの収益の安定化を礎に「当行グループの企業価値を向上させる 
3年間」と位置付け、健全な経営と人財の創出を軸に地域の活力を創造する 

Ⅰ．中期経営計画「人財の力で地域の活力を創造する」 

奈良県GDP 

約3,500億円増加 
（2016年度比＋10%） 

経営人材創出数 

350人 

ROA（単体） 

0.35％以上 

2020年度 2024年度 

経営計画「なんとミッションと10年後に目指すゴール」 

目指すゴール(2029年度) 

2025年度 

フェーズⅠ（前半5年） 

収益の安定化 

フェーズⅡ（後半5年） 

2027年度 2026年度 2029年度 2028年度 

当行グループの企業価値の向上 

10年計画の中間目標(2024年度) 

顧客向けサービス業務利益（連結）30億円  

OHR（連結） 70%未満 

ROE（連結） 4.0％以上 

ROA（単体） 0.25％以上 

活力創造に関わる資格保有者数 1,000人 

全項目達成 

地域を 
発展させる 

活力創造人材を 
生み出す 

収益性を 
向上させる 

なんとミッション 中期経営計画「人財の力で地域の活力を創造する」 

人財の創出 

健全な経営 

自ら考え行動し 
地域の課題を解決する 

人財の創出 

地域を支え続けられる 
健全な経営 
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フェーズⅠの振り返り 

 フェーズⅠにおける目標は、収益の安定化に向けて経営基盤の強化に取り組んだ結果、全項目達成となった 

Ⅰ．中期経営計画「人財の力で地域の活力を創造する」 

中間目標 
2019年度   
実績 

2020年度 
実績 

2021年度 
実績 

2022年度 
実績 

2023年度 
実績 

2024年度 
実績 

2024年度 
中間目標 

 
顧客向けサービス業務利益 

（連結) 
30億円 

OHR（連結) 70%未満 

ROE（連結) 4.0％以上 

ROA（単体) 0.25％以上 

活力創造に関わる資格保有者 1,000人以上 

84.0% 71.4% 68.1% 72.5% 76.8% 

1.1% 

3.9% 4.0% 
1.7% 

4.2% 

0.12% 

0.25% 0.25% 0.20% 0.16% 

422人 
458人 559人 601人 693人 

▲32億円 
3億円 18億円 

58億円 80億円 79億円 

67.1％ 

4.6％ 

0.29％ 

1,062人 
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計数目標 

ROE（連結） 

自己資本比率（連結） 

当期純利益（連結） 

OHR（連結） 

女性管理職比率 

エンゲージメントスコア 

2027年度目標 

人財の創出 

健全な経営 

ターゲットレンジ 

11～12％ 

180億円以上 

65%未満 

20％以上 

72点以上 

4.6％ 

11.3％ 

135億円 

67.1% 

16.6％ 

70点 

2024年度（実績） 

目指す水準 

8.0％以上 5.5%以上 

Ⅰ．中期経営計画「人財の力で地域の活力を創造する」 

中計のKPI 

 「健全な経営」と「人財の創出」に対してROEをはじめとする定量目標を設定する 
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計数計画 

 政策金利0.5％据え置きの前提で、2027年度の当期純利益は180億円、ROEは5.5％を計画する 

 将来的には、更なる収益力の強化と資本効率の向上によりROE8%を目指す 

Ⅰ．中期経営計画「人財の力で地域の活力を創造する」 

 当期純利益(連結)の増減内訳 

2024年度 
実績 

2027年度 
計画 

135 

+62 

預貸金利息の 
増加 

+3 

役務取引等 
利益の増加 

+45 

市場部門収益の 
増加 

△5 
経費の増加 

+3 

与信費用の 
減少 

△27 

政策株売却益の 
減少 

180 

当
期
純
利
益 

(

連
結) 

ROE 8％ 

ROE 5.5％ 

目指す水準 

ROE 4.6％ 

△37 
その他 

当
期
純
利
益(

連
結) 

法人税 
△23億円 

外国為替売買益 
△19億円 

連単差 
+4億円 

貸出金利息 
＋127億円 

預金利息※ 

△65億円 

※預金利息＝貸出金平残×預金利回り 
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Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 
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当期純利益の増減要因 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

120 

+35 

△37 
+51 

（億円） 

135 

+15 

実績 計画 

△8 

当
期
純
利
益
（
連
結
） 

△40 +5 

2025年度 

計画 

150 

△26 
+35 

預貸金利息の 

増加 

市場部門収益の 
増加 

与信費用の 
減少 その他 

預貸金利息の 
増加 

市場部門収益の 
増加 

経費の増加 

与信費用の増加 

その他 

当
期
純
利
益
（
連
結
） 

貸出金利息 
＋61億円 

預金利息※ 

△26億円 

過去最高益 

外国為替売買益 
△18億円 

政策株売却益 
△17億円 

法人税 
△5億円 

貸出金利息 
＋90億円 

預金利息※ 

△55億円 

※預金利息＝貸出金平残×預金利回り 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

 2024年度の当期純利益は貸出金利息や市場部門収益の増加を主因として、前年度比14億円増加の135億円
となった 

 2025年度は引き続き貸出金利息と市場部門収益を増加させ、当期純利益150億円を計画する 

政策株売却益 
+6億円 

法人税 
△15億円 
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短プラ再引き上げ 

 2024年度の貸出金利息は利回り上昇と残高の増加により前年度比61億円増加した 

 2025年度は前年度に実施した2度の金利引き上げの通期寄与と残高の増強をもって90億円の増加を計画する 

貸出金利息（単体） 

貸出金利息 

373  

434  

525 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

（億円） 

＋61 

＋90 

0.80  0.83 0.85 0.89 
0.96 1.06 

0.00  0.01  0.03  0.08  0.11  
0.17  

0.80  0.81  0.81  0.81  0.85  0.89  

23/4Q 24/1Q 24/2Q 24/3Q 24/4Q 2025年度計画 

預貸金利回りの推移 

国内預金 
利回り 

国内貸出金 
利回り 

国内預貸金 
利鞘 

（％） 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

1.00  1.01  1.06  1.09  1.13  

0.56  0.68  

0.81  
0.89  

1.10  

0.87 0.86 0.85 

0.89 
0.98 

3月 6月 9月 12月 3月  

貸出金利回りの推移(基準金利別) 

法人(市場連動) 

法人(短プラ連動) 

2024年 2025年 

ホームローン 

（％） マイナス金利解除 短プラ引き上げ 

残高要因 
+26 

利回り要因 
+35 

残高要因 
+12 

利回り要因 
+78 
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貸出金残高は着実に増加しており、リテール部門では特に大阪を中心に残高増加を計画する 

預金等残高は、個人預金を中心に増加しており、一層の調達基盤強化により残高増加を計画する 

 

貸出金・預金等の状況 

預金等利回り・平残 

111  112  113  116  119  

419 430 436 441 446 

30  33  32  33  33  
561 575 582  591  598  

0.00 0.00 0.00  
0.06  

0.18  

2021年度 

実績 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

(％) 

（百億円） 

法人                  

個人 

その他 

預金利回り 

預金平残 

+3 

+4 

+1 

+2 

+4 

+0 

＋9 ＋7 

貸出金利回り・平残 

121  123  126  129  132  

88  95  103  
131  142  

114 117 121 
123 125 

62  59  55  
50  47  387 395 406  

435  447  

0.83 0.87 0.91  
0.99  

1.17  

2021年度 

実績 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

(％) 

（百億円） 

+3 

+27 

+2 

△5 

＋28 

+2 

+10 

+1 

△3 

＋12 

(リテール) 

法人                 
(ホール) 

個人 

地公体 

貸出金利回り 

貸出金平残 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

（うち大阪+2） +2 

+8 

+3 

△3 

＋11 

+1 

+6 

+3 

△3 

＋8 

+1 

+6 

△0 

＋7 

+0 

+10 

+2 

＋13 
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2  3  2 
10  14  14 
6  

5  9 7  
7  

2023年度実績 2024年度実績 2025年度計画 

その他 

業務提携、リース等 

投資銀行関連 

私募債 

14  15  16 

10  8  
7 

2  2  2 

2023年度実績 2024年度実績 2025年度計画 

金融商品仲介・ 
信託業務 

生命保険 

投資信託 

 2024年度の役務取引等利益は個人ソリューション収益、法人ソリューション収益が増加した一方、役務取引等 
費用が増加したことから、前年度比横ばいの73億円となった 

 2025年度はその他役務収益の増加により、前年とほぼ同水準を計画する 

法人ソリューション収益 
（デリバティブ除く） 

個人ソリューション収益a  

（預かり資産、信託業務関連） 

その他役務取引等収益 

役務取引等費用 

役務取引等利益（単体） 

（億円） 

26 25 

(億円) 

26 27 
(億円) 

法人ソリューション収益(デリバティブ除く) 

個人ソリューション収益 役務取引等利益 

26 

29 

72  71  77 

26  29  25 

26  27  26 

▲52  ▲55  ▲57  

73  73  71 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

△1 ＋0 

△3 

△0 

+3 

+0 

△2 

+5 

△4 

△1 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

その他役務取引等収益 

21  21  25  

11 10 10 

2023年度実績 2024年度実績 2025年度計画 

ホームローン手数料 

為替手数料 

（億円） 
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市場部門収益（単体） 

 2024年度の市場部門収益は投信解約損益の改善により、前年度比51億円増加の120億円となった 

 2025年度は機動的なポートフォリオの入れ替えや円貨債券を中心とした分散投資により、安定収益を確保できる
ポートフォリオを構築するなか、前年度比15億円増加の135億円を計画する 

9  

▲21  ▲10  

▲48  

15  
2  2  

8  

105  
122  136  

69  

120  135  

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

キャピタル収益 

インカム収益 

市場部門収益 ※政策投資除く 

(億円) 

＋51 

市場部門収益内訳 

+15 

2023年度 
実績 

2024年度 
実績 

2025年度 
計画 

前年度比 前年度比 

市場部門収益 99 144 +45 155 +10 

インカム収益 105 110 +5 136 +26 

うち投信分配金 50 62 +11 55 △6 

キャピタル収益 △5 34 +40 18 △15 

投資信託解約損益 △48 15 +63 ー △15 

債券売却損益 9 △21 △30 △9 +11 

株式売却損益 33 39 +6 28 +5 

うち政策投資株 30 37 +6 20 △17 

(億円) 

6,804  6,506  

5,655  7,062  

1,154  
1,042  1,049  
932  

14,664  
15,544  

6.8 6.6 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

投信等 

有価証券評価損益 

2023年度 
実績 

繰延ヘッジ考慮後 

2024年度 
実績 

繰延ヘッジ考慮後 

合計 274 △153 

株式 607 501 

外貨債券 △13 △16 

円貨債券 △137 △392 

投
信
等 

自己運用 △16 △21 

運用委託 △164 △224 

（ご参考） 
 円貨債券10bpv △38 △46 

有価証券残高（末残） 

株式 

円貨債券 

外貨債券 

(億円) 

内運用委託 
6,110 

内運用委託  
5,758 

(億円) 

※10bpv:金利がパラレルに10bp上昇した場合における評価損益の変化 

(年) 
円貨債券 
デュレーション 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

■株式売却損益 
 （政策投資除く） 

■債券売却損益 

■投信解約損益 

政策株売却益 30億円 37億円 20億円 
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210  223  230  

144  
160  160  

24  
33  24  

379  
416  415  

77.5 

67.3 66.8 

2023年度 

 実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

 計画 

人件費 

税金 

+12 

+15 

+9 

+7 

+0 

△8 

 2024年度の経費はベアや本店移転に係る一時費用の発生により、前年度比37億円増加した 

 2025年度は持続的成長に向けた投資として、ベアの継続や従業員向け株式報酬制度等の人的資本投資、 
ITインフラ環境の刷新等により、前年度比横ばいの415億円、OHR66％を計画する 

経費（単体） 

物件費 

（億円） 

（％） 

OHR 
(単体) 

経費 主な増減要因 

＋37 △1 

2024年度 2025年度（計画） 

前年度比 主な要因 前年度比 主な要因 

税

金

 

+9 
新本店建設に係る消費税 

+8億円 
△8 

前期の一時費用要因 

△8億円 

物

件

費

 

+15 

新本店移転一時費用等 

+10億円 
 

IT投資等 

+8億円 

+0 

前期の一時費用要因 

△10億円 
 

新本店償却費用 

＋5億円 
 

IT投資等 

+5億円 

人

件

費

 

+12 
ベースアップ等 

+12億円 
+7 

ベースアップ等 

+5億円 
 

従業員向け株式報酬制度導入 

+2億円 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

連結OHR 66.4％ 67.1％ 76.8％ 

(億円) 
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23% 

15% 

10% 9% 

6% 

5% 

5% 

4% 

4% 

14% 

製造業 

不動産業 

個人による貸家業 

卸売業 

建設業 

医療･福祉 

小売業 

運輸業、郵便業 

その他のサービス 

その他 

 2024年度の与信関連費用は個別貸倒引当金繰入額の増加により、前年度比26億円増加の27億円となった 

 2025年度は米国関税措置等による影響を受ける可能性のある取引先への支援の徹底と、個別貸倒引当金繰
入額の減少により、前年度比5億円減少の22億円を計画する 

与信関連費用 

与信関連費用（単体） 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 

課題 課題解決に向けた主な取組 

悪化の兆候が 

見られる事業者 

✓商品提案型から課題解決型 

  への深化が不可欠 

<早期着手>  経営課題解決PJ会議の創設（新規取組） 

   金融監督指針の一部改正を踏まえ、業績悪化の兆候がみられる取引先に対するプッシュ型 

  経営改善提案に向けた取組 

(2024年4月開始。顧客への提案件数：26先 うち継続対話先:９先 うち経営計画着手先:５先） 

経営改善支援先 

・ 

事業再生支援先 

✓営業店サポート体制の強化 

 

✓転廃業などの抜本的支援が限定的 

 

✓取引先の課題を共有できる人材の  

  育成 

▶経営改善  経営改善支援対象先を広げ、本部スタッフによる営業店サポート強化   

                  2024年2月末 153先  ➡  2024年11月末 211先に増加 

▶事業再生  転廃業などの抜本的支援に向けた取組を開始（新規取組）    

                   DES支援や官民ファンドなどを活用した抜本再生支援取組み 

▶人材育成    審査部トレーニーの実施、Web相談会・勉強会の積極開催 

2023年度 
実績 

2024年度 
実績 

2025年度 
計画 前年度比 前年度比 

与信関連費用 0 27 +26 22 △5 

一般貸倒引当金繰入 
（＋） ー △9 △9 9 +19 

個別貸倒引当金繰入 
（＋） ー 31 +31 3 △27 

不良債権処理額 
（個別引当繰入除く） 
（＋） 

10 7 △3 10 +2 

貸倒引当金戻入益 
（ー） 8 ー +8 ー ー 

償却債権取立益 
（ー） 1 1 △0 2 +0 

(億円) 

業種別貸出金割合（大企業を除く） 

 貸出金は特定業種に集中しておらず、米国関税措置による直接的な 
影響は限定的と考えられるが、特別相談窓口の設置等により取引先 
への支援を徹底する 

ご参考：過去5期平均（2020～2024年度）与信費用 18億円 
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ご参考：2024年度決算・2025年度計画概要 

371 406 442 

99 
144 155 73 
73 71 

-3 

11 

-17 

120 

135 
150 

-379 -416 -415 

-40 -55 -61 
-27 -22 

当期純利益（連結） 

（億円） ＋14 ＋15 

法人税等 

経費 

その他 

貸出金利息 

（預金利息控除後） 

役務取引等利益 

市場部門収益 

与信関連費用 
-0 

前年度比 前年度比

1 経常利益 166 196 +30 215 +18

2 当期純利益 120 135 +14 150 +14

3 コア業務粗利益 489 618 +129 620 +1

4 資金利益 434 563 +128 578 +15

5 貸出金利息 373 434 +61 525 +90

6 有価証券利息 107 197 +90 174 ▲23

7 うち投信解約損益 ▲48 15 +63 0 ▲15

8 預金利息 2 37 +34 109 +72

9 役務取引等利益 73 73 +0 71 ▲1

10 その他業務利益(除く国債等債券損益) ▲19 ▲17 +1 ▲27 ▲9

11 経費 379 416 +37 415 ▲1

12 人件費 210 223 +12 230 +7

13 物件費 144 160 +15 160 +0

14 コア業務純益 109 201 +91 205 +3

15 国債等債券損益 9 ▲21 ▲30 ▲10 +11

16 株式等損益 33 39 +6 28 ▲11

17 経常利益 158 190 +31 210 +19

18 当期純利益 118 133 +15 150 +16

19 与信関連費用 0 27 +26 22 ▲5

銀

行

単

体

2025年度

計画

2023年度

実績

2024年度

実績

連

結

（億円） 

Ⅱ．2024年度決算および2025年度計画 
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Ⅲ．2025年度アクションプラン 
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2025年度アクションプランの概要 

 中計の2つの軸に基づき、今年度は特に「預金調達」と「人財育成」をテーマにアクションプランに取り組み、 
当行グループの企業価値向上へつなげる 

中計の軸 当行グループの企業価値向上 2025年度アクションプラン 

地域を支え続けられる 
健全な経営 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

ROE 
向上 

PER 
向上 

PBR 
向上 

自ら考え行動し 
地域の課題を解決する 

人財の創出 

経営環境に左右されにくい 
収益を生み出せる 
ポートフォリオの構築 

RORA 
改善 

財務 
レバレッジ 
コントロール 

エンゲージメントの向上 

挑戦する組織風土の醸成 
期待成長率 
向上 

事業リスク 
低減 

 
 
 

自己資本比率のコントロール 

株主還元 

地域とお客さまの 
持続的な発展を通じた 
ポートフォリオの質の向上 

 
 
 

地域の事業創出 

地元産業の課題解決 

気候変動問題への取組 

地
域
の
活
力
創
造 

 
 
 

法人取引基盤の強化 

個人取引基盤の強化 

テーマ 

自ら考え行動する 
人財を創出できる 

組織づくり 

預金をベースとした 
経営基盤の強化と 
収益性の向上 

選ばれ続ける銀行 
となるために 

多様な人財の活躍推進 
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預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 
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法人取引基盤の強化～決済口座の獲得（メイン化）へ向けた取組強化～ 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

 法人IBの機能強化 

17.2 18.0 18.5 

5.7 5.9 6.2 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

法人IB データ伝送 

法人IB・データ伝送契約先数 

 法人IBの機能強化、非対面申込導入により法人預金が集まる仕組みづくりを行うとともに
個人のお客さまの給与振込取込につなげる 

 法人・個人決済取引の囲い込みにより為替手数料は前年度比4億円増加を計画する 

（千件） 

法人(リテール)貸出金残高割合（府県別） 

為替手数料 

21  21  
25  

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

法人預金残高割合（府県別） 

 大阪府における法人取引基盤の強化（詳細P21） 

 奈良と大阪の地域の連続性を踏まえ、地区ごとの特性に応じてリソースを適正に配置する 

大阪 

 39％ 

奈良 

45％ 

京都・三重 
和歌山 

15% 

大阪の法人(リテール)貸出金 

残高割合39％に対して、 

法人預金残高は18％に 
留まる 

課題 

（億円） 

 当行の法人預金は奈良県からの調達が70％を占め、大阪府からの調達は18％に留まる 

 預金が集まる仕組につながる法人IBの機能強化を通じて、地元奈良県に加えて、これまで貸出先行の動きが 
強かった大阪での預金シェアの引き上げに取り組む 

奈良県内における法人取引先※の 
法人IB契約率は16％に留まる 

課題 

大阪 

18％ 

京都・三重 
和歌山 

10％ 

東京 

1％ 

奈良 

70％ 

※個人事業主を含む 
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5,871  5,849  5,874  

4,761  5,075  5,311  

1,976  2,062  2,077  

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

法人取引基盤の強化～大阪での取引拡充～ 

 地域の連続性があり、人縁・地縁の深い大阪を「第二の地元」として、営業戦力増強や戦略的な営業拠点の 
見直しを通じて、当行の取引ポジションを高め、預金基盤の強化を図る 

 大阪での取引拡充 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

戦略的な 
営業拠点の見直し 

営業戦力の増強 

101 111 120 
130 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

大阪府 営業人員 

（人） 地
 
縁 

人
 
縁 

奈良県在住経営者 

約3千人 

奈良県⇒大阪への 
流入人口 

約13万人 

 5路線の鉄道 

 3つの高速道路 

歴史街道 

堺県の歴史 

法人(リテール)貸出金残高(平残) 

奈良県 

16％ 

（3,094人） 

その他 
35％ 

東京都 
5％ 

兵庫県 
36％ 

京都府 
6％ 

（大阪府を除く） 

大阪府の経営者の居住地※2 

（億円） 
その他 

大阪 

奈良 

※2 帝国データバンク資料より当行作成 

8,034  8,199  

2,059  2,094  
1,226  1,362  

11,952  

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

法人預金残高(平残) 

（億円） 

11,952  11,655 11,320  

※1 取引先数/対象先数 

13,262 12,986 12,608 

多様な企業が集積する法人マーケット 大阪市内中心部 

営業戦力の増強を通じた浸透率の増加 

融資シェアや取引関係に応じた預金取引の増強 

大阪市内中心部  

11％ 

 浸透率※1 

地域の連続性があり、奈良県との人縁・地縁が深いマーケット 大阪東部・南部 

取引ポジションの向上(メイン化・決済機能取込) 

営業拠点の見直しによる預金調達機能の強化 
大阪東南部 

15％ 

 浸透率※1 

その他 

大阪 

奈良 
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法人取引基盤の強化～多様な資金調達手段の提供～ 

 従来からの融資を切り口とした取組に加え、ストラクチャードファイナンスやエクイティ投資等を活用し、新たな 
法人基盤拡大へとつなげる 

 従来型の融資業務から投資領域への深化拡大 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト 

事業再生ファンド 

事業承継ファンド ベンチャーファンド 

社会インパクトファンド 

伝統的な融資領域 

エ
ク
イ
テ
ィ 

ストラクチャードファイナンス 

創業期 成長期 成熟期 衰退期 

M&Aファイナンス 

プロジェクトファイナンス 個
別
事
業 

オブジェクトファイナンス 

深化拡大 

お取引先企業のライフステージ 

シナジー 
ファンド投資 

エクイティ投資残高(出資約束総額※) 

389  410  451  

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

1,270  1,572  
2,019  2,262  

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

2026年度 

計画 

2027年度 

計画 

LBO・不動産NRL・シップ 

データセンター 

洋上風力 

注
力
分
野 

（市場性ローン等除く） 

ストラクチャードファイナンス残高（末残） 

（億円） 

ナントTSUNAGUファンド(事業承継ファンド) 

 ファンド総額：20億円 
地域の産業や雇用の維持のため、事業承継を 
契機とした成長支援に取り組む 

やまと社会インパクトファンド 

 ファンド総額：10億円 
地域課題解決の実践者を多数生み出し、 
やまと地域の課題を解決する 

（億円） 

12 
18 

23 

2024年 

4月 

2025年 

4月 

2027年 

4月計画 

SF室人員数 

（人） 

別途、メガバンク等への 
トレーニー 3名 

※南都キャピタルパートナーズを含む当行グループ全体での出資約束総額 
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法人・個人取引基盤の強化～不動産市場の活性化～ 

 新設した不動産ビジネスマッチング室に不動産ニーズを集約し、差別化された付加価値を提供することで奈良圏の
不動産市場の活性化を図る 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

奈良圏の不動産市場の活性化 

当行グループ 

 工場・病院等の移転・ 
拡張・建替 

 企業誘致 

法人の課題解決 

 マイホーム・増改築 

 不動産活用・相続対策 

個人の課題解決 

 工業団地開発 

 宿泊・観光振興 

地域の課題解決 

現状 

 不動産ビジネスマッチング室を新設し、不動産ニーズを集約することで付加価値の高い情報へ昇華する 

 メインバンクとしての信頼・情報を背景に金融情報だけでなく、非金融情報を含めた潜在ニーズに対応する 

不動産売買・活用ニーズ 

不動産売買・活用ニーズ 

法人のお客さま 当行A支店 

当行B支店 

当行C支店 個人のお客さま 

2025年度の取組 

 各支店に不動産ニーズが散在 

法人ソリューション部 
不動産ビジネスマッチング室 

（2025年4月新設） 

…
 

資産コンサルティング部 営業サポート部 

不動産所有情報収集 

潜在ニーズ発掘 

不動産戦略の策定 

法人ソリューション収益(業務提携・リース等) 

6  5  
9 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

(億円) 

情報 

情報 

情報 

付加価値の高い情報へ昇華し、 
お客さまの課題を解決 
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法人・個人取引基盤の強化～信頼・安心・顧客満足～ 

 金融犯罪への対策、CS向上への取組を継続することで、お客さまが信頼・安心・満足して取引できる、選ばれる
銀行であり続ける 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

 金融犯罪への対策強化  CS向上へ向けた取組 

 金融犯罪対策室の設置や警察との連携強化を通じて 
金融犯罪への対策を強化する 

警察との連携強化 

奈良県警と「情報提供に関する協定」を締結 

捜査関係事項照会等への迅速な対応 

金融犯罪被害の防止 

連携協定締結式 

 お客さまの期待を超えるCS向上にグループ一体となって取り組む 

 外部機関によるアンケート調査の実施を検討し、今後のCS施策と
当行の強みとすべき 「差別化ポイント」 の明確化に取り組む 

カスタマーリクエスト※件数の減少 

上期 下期 上期 下期 
2023年度 2024年度 

お客さまからの要望に対して、本部と営業店が一体となって 
引き続き接客・応対の品質改善に迅速に対応する 

※お客さまの声（意見・要望・不満等） 

 危機事象発生における日本政策金融公庫との業務連携 

 危機事象発生時に備え、事業者に対する切れ目のない金融 
サービスの提供を可能にし、早期の事業者支援、災害復旧に 
貢献できる体制を整備するため、日本政策金融公庫と業務連携 

南都銀行 

日本政策金融公庫 

連携 

事業者への迅速な資金繰り支援 

連携事項 

双方向の事業者等の紹介 

被災時の会議室などの施設の相互利用 
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個人取引基盤の強化～対面の価値の向上～ 

 ネットバンクを含めた競合他行との差別化戦略として休日営業拠点の設置や総資産コンサルティングを通じた 
対面の価値のさらなる向上により、強固な預金基盤を作る 

イオンモール橿原出張所 
2024年12月オープン 

イオンモール大和郡山出張所 
2025年4月オープン 

休日営業拠点の設置 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

11% 

16% 

30% 
16% 

5% 

8% 
14% 

0～9歳 

10～19歳 

20～29歳 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60歳以上 

イオンモール橿原出張所における 
年代別の新規口座開設割合 

 30歳代以下の口座開設割合※が73％と 

若年層との接点拡大に繋がっている 

※全店平均：約6割 

 総資産把握によるコンサルティングを通じてお客さまの課題解決を図り、お客さまの信頼を 
獲得することで、次世代取引の囲い込みにつなげる 

総資産コンサルティング 

 対面の価値の向上 

 お客さまの日常生活とつながりが深い大型商業施設への休日営業拠点設置により 
お客さまの利便性を向上する 

 若年層の口座開設および子どもを持つ親世代のお客さまの囲い込みを目的に 
お子さま名義の口座での定期預金に対する金利上乗せ等の特典を提供 

新たな定期預金商品の提供 

若年層との接点拡大 

※ 出所：2025年3月 ニッキン投信情報 

1,097  

1,824 1,996  

5.5 

6.8 
7.8 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

月間振替額 契約件数 

投信積立件数・月間振替額 

(万件) 
 

(百万円) 
 

地方銀行投信積立 
月間振替額ランキング

第10位※ 

総資産の把握 コンサルティング お客さまからの信頼獲得 

保有不動産情報 

金融資産情報 

家族構成 

他行取引 

不動産 

預かり資産・証券 

信託・承継 

対面の価値向上を通じた 
当行への資産集約 

次世代取引の囲い込み 

当行 
83% 

他行 
17% 

当行 
52% 

他行
48% 

遺言信託契約先の当行取引の推移 

遺言作成時 相続手続き完了後 

341 402 466 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

遺言信託保管件数 

(件) 
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個人取引基盤の強化～非対面チャネルの充実～ 

 預金基盤を一層拡大するためアプリの機能強化やダイレクトセンターの活用など、非対面チャネルの充実を図る 

5.8 

17.7 11.7 

31.3 

2024年4月 2025年3月 

ユーザー数 ダウンロード数 

 金融機能だけでなく、奈良スーパーアプリとの連携等により非金融機能を強化し、
利便性の向上を図る 

南都銀行アプリの機能強化 

県内地公体 
行政手続 

公務員採用 
試験申込 

施設予約 
サービス 

パーソナル化 
された情報提供 

県立学校 
入試出願受付 

奈良スーパーアプリ 南都銀行アプリ 

奈良スーパーアプリの 
リンクアイコン設置 

2024年4月に運用開始し順次サービス拡大中 

2034年にはユーザー数60万人を目指す 

奈良県情報の 
ポップアップ通知 

連携 

県民だより 

様々な行政手続をオンライン完結 

補助金 
申請申込 

2027年度 
ユーザー数目標 

30万件 

 非対面チャネルの充実 

（万件） 

 MAU※ 

86.5% 

南都銀行アプリの実績推移 

※月間アクティブユーザーの比率 

50代以下の 
若年・資産形成層が 

83％ 

南都銀行アプリの年齢別利用割合 

10～30代 
42％ 

40～50代 
41％ 

60代～ 
17％ 

預金をベースとした経営基盤の強化と収益性の向上 

 電話やWebなどを活用し、資産形成や各種ローンを提案 

 平日に接点を持つことができない、今後の顧客基盤となる資産形成層のお客さまの
ニーズに幅広く対応 

ダイレクトセンターの活用 

436 
441 

446 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2025年度 

計画 

個人預金平残 

（百億円） 

 お客さまの利便性向上を図るため、相続案件のWeb受付フォームを新設 

 相続案件への対応を通じて、次世代取引の囲い込みを図る 

相続案件のWeb受付フォーム新設 
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選ばれ続ける銀行となるために 
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・工芸 
・加工品 
・観光・遊び 
・教育 
・スポーツ 他 

VENTURE 
FOR 

JAPAN 
奈良県 

南都グループ 

連携 

優秀な若手人材が必要な 

県内企業 

成長意欲の高い県内外の 

新卒学生・第二新卒 

※2年後の進路：継続60％ 
             転職20% 

              起業20% 

2年間 
就業 

 奈良圏の活力創造に向けて、インパクトファンドを通じた地域課題の解決や、起業家人材育成の環境整備に 
取り組む 

＜法人概要＞一般社団法人VENTURE FOR JAPAN 

所在地 宮城県仙台市青葉区一番町二丁目6番1号シティハウス一番町中央2F 

事業内容 人材紹介事業/教育研修事業/日本企業の成長支援事業 

特徴 
起業家志望の新卒学生・第二新卒の若者が地方企業の経営者直下の
事業責任者として2年間限定で就職する人材紹介サービスを提供 

地域の事業創出 

  < やまと地域 > 
    奈良県およびその周辺地域  

 起業家人材育成の環境整備  やまと社会インパクトファンド スタートアップ支援 

や
ま
と
地
域
課
題 

デ
ザ
イ
ン
マ
ッ
プ 

ア
ク
セ
ラ
レ
ー
シ
ョ
ン 

プ
ロ
グ
ラ
ム 

ソ
ー
シ
ン
グ
活
動
や 

ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト 

イ
ン
パ
ク
ト
投
資 

イ
ン
パ
ク
ト
起
業
家
支
援 

イ
ン
パ
ク
ト
Ｅ
ｘ
ｉ
ｔ 

・医療 
・介護 
・健康 他 

・林業 
・農業 
・酪農 
・漁業 他 

＜インパクトファンドプロセスイメージ＞ 

健康資本 

自然資本 

やまと地域の 
豊かさの追求 

やまと地域の 
課題の解決 文化資本 

 やまと地域の課題解決のためのインパクトファンドの組成・運用を通じ、 
地域課題解決の実践者を多数生み出すことを目的として設立 

 南都銀行、奈良県、一般社団法人VENTURE FOR JAPANの3者で連携協定を締結し、 
官民連携により奈良県における起業家育成および県内企業の新規事業創出を後押し 

 企業・学生の募集、マッチング 
 就労者のフォロー 

役割 

 県内企業紹介 
 2年後の創業支援 

 県内企業紹介 
 県内若手起業家人材の 

コミュニティ形成 

選ばれ続ける銀行となるために 
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地元産業の課題解決 

 地域の発展に向けて、観光業の課題である奈良県北部への観光客の偏りに対し、当行グループが主体的に 
課題解決に取り組み、県中南部を含めた広域での滞在型観光地への転換を図る 

 観光産業の課題解決に向けた取組 

課題 目指す姿 課題解決に向けた取組 

大半の観光客が県北部を
周遊し、県外へ流出 

情報の発信・交流人口の増加 

 ECサイト「ならわし」や観光情報サイト「ええ古都なら」を活用した県産品の認知度向上、地域の情報発信 

奈良専門オンラインショップ 
観光情報サイト 

来訪 周遊 流出 

滞在価値の向上を通じた 
広域での滞在型観光地への転換 

選ばれ続ける銀行となるために 

広域連携による流入経路の多様化 
 紀伊半島内の地方銀行にて「紀伊半島地域における観光産業の活性化に関する連携協定」を締結 

 今後、観光関連事業者への支援に向けた推進組織設立等について検討を進める 

 協定締結行 紀陽銀行・三十三銀行・百五銀行・当行 

連携事項 
(1)観光関連事業者への支援に向けた推進組織設立の検討 
(2)観光関連事業者への支援に向けた多様な資金供給の仕組の検討 
(3)観光関連事業者へのその他必要な支援の検討 

周遊 

周遊 

周遊 

周遊 周遊 

来訪 

来訪 

来訪 

来訪 

魅力的なコンテンツ整備 
  滞在型観光拠点整備・まちづくり 

奈良市 

VILLA COMMUNICO 

御所市 

GOSE SENTO HOTEL 

田原本町 

NIPPONIA田原本マルト醤油 
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気候変動問題への取組 

 持続可能な地域社会の実現に向けて、当行グループ自らの脱炭素化に取り組むとともにファイナンスを通じて 
お客さまの脱炭素化を促進する 

選ばれ続ける銀行となるために 

9,925  

5,164  5,818  
2,481  

2013年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

(速報値) 

2030年度 

(目標) 

2050年度 

（目標） 

▲75％ 

▲48％ 

CO2 排出量 

（ t-CO2 ） 

ネットゼロ 
1,570  

3,537  10,000  

2023年度 

実績 

2024年度 

（速報値） 

2030年度 

目標 

サステナブルファイナンス実行額 

（億円） 

サステナビリティ 
基本方針 

目標 1兆円 投融資累計実行額 

（2023年度～2030年度） 

当行グループの経営理念の底流はサステナビリティそのものです 
当行グループは経営理念のもと、社会・環境問題の解決を通じてステークホルダーの求める価値を提供し続けます 
当行グループは持続可能な地域社会の実現に貢献し、当行グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図っていきます 

 CO2削減目標達成のため、再エネ発電やエコカー導入などの
取組を進める 

 ファイナンスやSDGs導入コンサルティングなどを通じて 
お客さまのサステナビリティへの取組を後押しする 

 当行グループ自身の取組  お客さまの脱炭素化の促進 

▲41％※ 

※エネルギー使用量は横ばいで推移しましたが、排出係数が 
  上昇したことにより、CO2排出量が前年度比増加しました 
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追加の株主還元 

目指す水準 

資本蓄積 

自己資本比率のコントロール・株主還元 

 企業価値を最大化させるため、資本効率を意識した資本政策の遂行により、自己資本比率をターゲットレンジに 
コントロールする 

選ばれ続ける銀行となるために 

 自己資本比率のコントロール  株主還元の強化 

18 22 26 26 26 
35 35 36 

53 60 

16 

10 70  70  
80  80  80  

110  113  114  

170  

190  

230  

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

新株主還元方針 
(2025年3月開示) 

 安定配当を維持しつつ、親会社株主に帰属する当期純利益に対する 
配当性向40％を目指す 

 自己株式取得については機動的に実施する 

(億円) 

(円) 

(年度) 2027 

配当総額 

一株当たり配当金 

2025 

（予定） （計画） 

安定的な配当の継続 配当性向30％を目安 新株主還元方針 

配当性向 15％ 17％ 23％ 82％ 24％ 30％ 76％ 30％ 

 配当性向は小数点以下四捨五入 

40％ 

※ 

※自己株式取得総額 

（計画） 

11％台 

累
積
利
益 

11.3％ 

リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
増
加 

株
主
還
元 

2024年度 
実績 

2027年度 
計画 

自
己
資
本
比
率 

（
連
結
） 

成
長
投
資 

822 
495 297 

176 

27.5% 

17.8% 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2027年度 

目標 

政策保有株式残高 

（時価） 

政策保有株式残高 

（取得原価ベース） 

純資産額に占める比率 

（時価） 

（億円） 

 政策保有株式の縮減 
2025年3月末までの目標は達成（純資産(連結)比率20％) 

政策保有株式残高（時価）の純資産額に占める比率は、2025年3月末時点で
17.8%まで低下しており、今後も引き続き縮減に取り組む 
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自ら考え行動する人財を創出できる組織づくり 
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挑戦する組織風土の醸成・多様な人財の活躍推進 

 自ら考え行動する人財を創出できる組織をつくるため、「挑戦する組織風土の醸成」と「多様な人財の活躍推進」
に取り組む 

自ら考え行動する人財を創出できる組織づくり 

15.1  14.8  16.0  16.6  20.0  

2021年度 

実績 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2027年度 

目標 

(％) 

 多様な人財の活躍推進 

11 
22 

31 

50 

2021年度 

実績 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2027年度 

計画 

(人) 

（2020年度からの累計） 

11 17 
29 

35 

2021年度 

実績 

2022年度 

実績 

2023年度 

実績 

2024年度 

実績 

2027年度 

計画 

(人) （2020年度からの累計） 
※50歳以上の出向を除く 

外部出向・トレーニー数 

2027年度目標 

20％以上 

 他企業での勤務経験を有するキャリア採用数を増加させるとともに、 
女性管理職比率を高めるなど、多様な人財の活躍を推進する 

 挑戦する組織風土の醸成 

 挑戦する組織風土を醸成するために、自律的なキャリア形成を促すキャリア 
チャレンジ制度の運用を活発化するとともに、地域企業・地方自治体等への 
外部出向や他金融機関等へのトレーニーの機会を広げる 

キャリア採用数 

女性管理職比率 【外部出向・トレーニー先】 

地域企業 
地方自治体 
メガバンク 等 

42 

2024年度 

実績 

2027年度 

計画 

(人) キャリアチャレンジ制度応募者数 

（2023年12月制度新設） 

【キャリアチャレンジ制度応募者の配属先】 

本部企画部門（経営企画部・人事総務部等） 

東京営業部 

外部出向・トレーニー等 

【キャリア採用者前職】 

地方銀行 
一般企業 

証券会社 
弁護士 等 
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エンゲージメントの向上 

 「自ら考え行動する」動機の定着を図るため、共感⇒行動⇒評価のエンゲージメント向上サイクルを徹底する 

自ら考え行動する人財を創出できる組織づくり 

 エンゲージメント向上サイクル 

給与・賞与・退職金 

当行株式 

①経営方針への共感 

経営陣のメッセージ配信 

 経営計画や戦略の理解度、納得度 
向上のため経営陣から役職員に対して
定期的にビデオメッセージを配信 

 経営陣が「心理的安全性の高い挑戦
できる組織風土の醸成」や「選ばれ続
けるために必要な信頼・安心」について
語り、役職員の成長や挑戦に向けた 
動機の向上につなげる 

取組例 

②経営方針に基づいた行動 

役職員アイデアコンテスト 

 自ら考え行動する人財の創出と役職員
の想いを踏まえた経営を実現するため、
役職員から「当行グループがステークホル
ダーから選ばれるためのアイデア」を募集 

アイデア応募者数 

436名 

取組例 

 

③経営方針と連動した評価 

信託型株式報酬制度 

業績連動型役員報酬制度の改定 

 株主との利害を一致させ、役職員の経営
参画意識を向上させるため、 
当行グループの全従業員を対象に 
株式報酬制度を導入 

 中長期的な企業価値向上への貢献 
意識を高めるため、役員報酬の連動 
指標としてエンゲージメントスコアを採用 

取組例 

表彰制度見直しの検討 
（金融業界平均:71） 

2024年度総合スコア 

70点 

2027年度総合スコア 

72点 

エンゲージメントスコア目標 
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Appendix 
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プライム連動 
（事業性） 

11％ 

市場連動 
21％ 

プライム連動 
（個人向け） 

26％ 

固定 
（1年未満） 

6％ 

固定 
（1年以上） 

34％ 

4.3兆円 

円金利上昇による影響 

 2026年3月に政策金利が0.75％に上昇した場合、中計最終年度の資金利益への影響額は28億円となる 

22 25 

32  
37  

4 
9 13 

13 

▲ 47 ▲ 57 

+24  
+28  

2026年度 2027年度 

（億円） 

市場連動 

短プラ連動 

固定金利 
預け金 

預金利息 

資金利益への影響額 円貨貸出金の金利別内訳(2025年3月末) 

2027年度 

計画 

政策金利上昇時 

（0.5％⇒0.75％） 

5.5％ 

6.0％ 

ROE(連結) 

2025年3月の市場金利との差分を影響額として算出 

【金利】 
2026年3月より政策金利0.75％に上昇 
（変動金利+0.25% 固定金利+0.2％） 
預金金利は市場金利上昇を踏まえた引上げを想定 
【残高】 
預金貸出金残高：2025年3月残高横ばい 
※有価証券の償還、再投資による影響は考慮せず 

前提条件 

資金利益 



 本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 

 こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 

 将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。 

 

【本件に関するご照会先】 

  株式会社南都銀行 経営企画部  

   TEL  0742-27-1552 

   FAX  0742-36-3701 

   E-mail ir-souki@nantobank.co.jp 

   URL  https://www.nantobank.co.jp/ 


